海南市公告

　下記業務委託について、公募型プロポーザルを実施するので、次のとおり公告する。

　　令和８年11月2日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　海南市長　神　出　政　巳

１．委託業務の概要
（１）業務名称
海南市障害者地域活動支援センター事業委託業務
（２）業務の目的
本業務は、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（以下、「障害者総合支援法」という。）第77条の第１項第９号に基づく事業を実施するため、地域活動支援センター（Ⅲ型）を設置することにより、創作活動や生産的活動、地域社会との交流の機会の場を提供し、障害者等が地域において自立した日常生活又は社会生活を営むことができることを目的とする。
（３）業務内容
別紙仕様書を参照
（４）業務場所　受託者において海南市内に設置する。
（５）業務期間
令和９年４月１日から令和12年３月31日まで（３か年）
（６）業務規模
本業務の委託料上限額は３３，１２３，０００円以内とする。
	内訳
	令和９年度
	１１，０４１，０００円

	
	令和10年度
	１１，０４１，０００円

	
	令和11年度
	１１，０４１，０００円


　　　　※地域活動支援センターの運営は社会福祉法第二に規定される第二種社会福祉事業のため消費税法別表第二号第７号ロに該当し非課税となる。

２．参加資格
本プロポーザルに参加しようとする者は、次に掲げる事項を全て満たすものとする。
（１）企画提案書の提出期限において、海南市から指名停止の措置を受けていないこと。
（２）法人格を有している者であること。
（３）海南市と円滑な連絡調整ができる地域に事業所を有していること。
（４）障害者の援護対策として、指定障害福祉サービス事業者等又は指定相談支援事業所の実績を実施要領の公表日まで概ね５年以上有し、安定的な運営が図られている法人であること。
（５）障害者総合支援法第77条第１項第９号に定める、地域活動支援センターを適切公正、中立かつ効率的に実施できる法人であること。
　　（６）健全な財政状況であり、納付すべき税を滞納していないこと。
（７）障害者総合支援法第８０条に基づく地域活動支援センターの設備及び運営の基準を満たし、事業を実施できるものであること。
（８）地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の4の規定に該当しないこと。
（９）会社更生法（平成14年法律第154号）に基づく更生手続き開始の申立てがなされていないこと及びその開始が決定されていないこと。
（10）民事再生法（平成11年法律第225号）に基づく再生手続き開始の申立てがなされていないこと及びその開始が決定されていないこと。
（11）宗教活動又は政治活動を主たる目的とする法人等でないこと。
（12）暴力団又は暴力団員の統制の下にある法人等でないこと。
（13）本業務を行う十分な業務執行体制を有していること。

３．参加申込手続き
　　別添「海南市障害者地域活動支援センター事業委託業務　公募型プロポーザル実施要領」のとおり

４．添付書類
（１）海南市障害者地域活動支援センター事業業務委託　公募型プロポーザル実施要領
（２）海南市障害者地域活動支援センター事業業務委託　仕様書
（３）様式第１号から様式第６号

５．問い合わせ先
　　〒642-8501　海南市南赤坂11番地
　　海南市くらし部社会福祉課
　　TEL：073-483-8602、FAX：073-483-8429
　　E-mail：syafuku@city.kainan.lg.jp
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